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(1) 動機：人口推計において人口変化は出生数・死亡

数からなる自然増減と転入数・転出数からなる社会

増減によって算出される．自然増減は寿命や合計

特殊出生率などの年齢構造より算出しやすい．他

方，社会増減では地域経済状況，交通インフラ整

備，施設立地，住宅地開発などのさまざまな要因

によって起因し，予測が困難である．そこで本研究

では建物データの用途や築年数と転出・転入の関

係性を確かめるために建築年別棟数と居住期間別

世帯数の比較を行った． 
(2) 方法：株式会社ナビコムが有する不動産データベ

ースには 1995 年以降築年の建物データが含まれ

ている．このうち，戸建・共同住宅データを抽出し，

国勢調査小地域集計において公開される居住期

間別に，2015 年度を基準年として町丁目単位の棟

数を集計する．さらに集計データを同国勢調査の

居住期間別世帯数データと結合し，居住期間別棟

数と世帯数の比較用のデータセットを作成する．な

お，1995 年より前のデータについては，株式会社

ゼンリンの Zmap TOWN II より戸建・共同住宅デー

タを町丁目単位で抽出・集計し，株式会社ナビコム

保有分のデータを差し引くことで算出した． 
(3) 結果：本研究では東京都世田谷区を対象に居住期

間別棟数と世帯数の比較を行った．同時期に建設

された戸数と居住開始した世帯数が比例関係にあ

れば，新築から住み続けている傾向が高いと考え

られる．共同住宅が多い桜上水４丁目や千歳台６

丁目などの町丁目を除くと，共同住宅では 1 年以

上 5 年未満までと 10 年以上 20 年未満において，

棟数と世帯数において一定の関係があることが読

み取れる。逆に 5 年以上 10 年未満と 20 年以上に

おいてはばらつく傾向にあり，転入・転出が多い時

期であると考えられる． 
(4) 使用したデータ： 

・ 「不動産データベース」株式会社ナビコム 
・ 「国勢調査（2015 年）」総務省 
・ 「Zmap TOWN II （2016 年度 Shape 版） 東京都 

データセット」株式会社ゼンリン 
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図１：建築年別棟数と居住期間別世帯数の比較 

（世帯数は戸建・共同住宅別に重複して表示、戸建・共同住宅の区別なし） 


